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今後の我が国の化学物質管理のあり方について

⚫ SAICMや欧州等では、従来の化学品の製造・輸入時にのみならず、化学品のライフサイク
ルを踏まえた化学物質管理に向けて新たな取組が動きつつある。

⚫ 循環型社会、国際的な化学物質管理動向との調和、デジタル技術の変革等を念頭に
おいた、新たな化学物質管理のあり方を検討するタイミングに入っているのではないか。
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【従来の化学物質管理】
化学品の製造・輸入時に着目

（化審法や化管法等）

循環型社会

デジタル技術の変革

国際的な化学物質管理
動向との調和

新たな化学物質管理のあり方



現行の我が国化学物質管理制度における主な課題

⚫ 欧米は、ライフサイクルを通じてリスク懸念のある化学物質を網羅的・体系的に管理する制度
を強化する方向。これに対し、我が国では、化学物質の有害性や使用される目的等の観点
ごとに着目した制度であり、複数の制度が束となって化学物質管理制度を構築。このため、
各制度の隙間に該当する事例や制度間の連携が不十分な事例が存在するのではないか。

⚫ 化学物質管理に必要な関連情報の行政内部及び官民での連携が不十分ではないか。

⚫ ライフサイクルを通じた化学物質管理のためには、行政と幅広い事業者双方の取組が重要で
あり、両者の適切な役割分担と連携が求められるのではないか。

⚫ 産業のグローバル化等に伴うサプライチェーンの複雑化により、各国の制度対応や国境を越え
た化学物質情報の伝達等、海外と日本との制度面のズレによる影響があるのではないか。

⚫ 欧州では化学物質の評価の効率化や動物愛護の観点から、代替試験法（in vitro/in 
silicoの評価手法）の導入が進みつつあるが、我が国では導入に慎重になっていないか。

⚫ 将来の産学官における化学物質管理・評価の知見を有する人材の育成・確保に懸念があ
るのではないか。
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各国との制度面の
調和

国内の制度間の
更なる連携強化

性状評価手法の
高度化・効率化

人材育成

規制と自主取組
のベストミックス

情報基盤

＜課題から見えるキーワード＞



今後の化学物質管理における情報基盤の重要性と課題

⚫ 行政・事業者双方にとって、リスクベースの検討に重要な要素である、化学物質の有害性と
ばく露関連情報は化学物質管理の根幹となる情報。充実した情報基盤は化学物質管理
の実効性向上、効率化に寄与。

⚫ 他方、化学物質数の膨大さに加えて、有害性に関する項目の多さと情報収集コスト等の
問題がゆえに、現状は十分に整備されているとは言い難いのではないか。

⚫ 国内の化学物質管理法令は10種類以上あり、法令ごとに着目する観点が異なるため必要
な情報や対応等が異なっている。また、法令間の情報共有が不十分ではないか。

ばく露量※有害性

化学物質管理

化学物質の有害性やばく露関連情報は
化学物質管理の根幹

→充実した情報基盤が、化学物質管理の
実効性向上、効率化につながる

＜情報収集に係る課題＞

➢ データを集める対象が膨大
→化学物質数は１億種類以上（※1）

➢ データ収集のコスト大
→有害性の項目は約20種類。すべての項目
に必要な調査費用は４億円（※2）

➢ 各法令を網羅する一元的な情報基盤がない

※製造量、用途・
使用量、排出量
等から把握
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※1 NITE講座2020「NO.12 国際的な化学物質管理」 p.4参照 （https://www.nite.go.jp/data/000118192.pdf）
※2 「これからの化学物質管理をどうするか 適正なリスク管理と国際協調をめざして」 p.164 図表3-1 化学物質審査規制法に係る試験の実施費用と機関について 参照

https://www.nite.go.jp/data/000118192.pdf


ライフサイクル/サプライチェーンを
考慮した制度

リスク評価やリスク管理
への新たな技術・手法の

活用

ハードローとソフトロー(※)を
組み合わせた制度

情 報 基 盤

イノベーション促進による
化学物質の有効活用、
産業競争力の強化

今後の我が国の化学物質管理のあり方について（イメージ）

※ハードロー：行政による法令規制、ソフトロー：事業者の自主的取組、ステークホルダーによる第3者的視点

事業者の自主取組を促進
するためのインセンティブ

＄ €
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⚫ 今後目指すべき我が国の化学物質管理のあり方は、例えば以下のような内容が考えられる
のではないか。
－充実した情報基盤が下支えとなり、法規制と事業者の自主的取組等の組み合わせにより化学物質の
ライフサイクルを見据えて管理する制度を設計・構築するとともに、新たな技術や評価手法等の活用
を促進する。

－併せて、適切な化学物質管理を確保することを前提に、イノベーションや事業者の自主取組を促進す
るための仕組みを構築する。

＜目指すべき化学物質管理のあり方（イメージ）＞



各化学物質におけるリスク懸念の有無の
確認のためには、有害性とばく露データに
加えて、評価のためのツール等が必要

化学物質の受け渡し時には、SDS（安全
データシート）を自社で作成が必要

（参考）化学物質管理の取組事例（事業者のアクション）

⚫ 自社で取り扱う各化学物質について、10種類以上の各化学物質管理法令の規制対象の
有無、申請等に必要な情報収集や申請、管理状況の恒常的な確認等が求められる。

⚫ それらの対応のために、10種類以上の各法令の理解と情報収集が必要で、同じ化学物質
であっても様々なサイトによる調査等が必要。

設計・開発 調達 製造

自社の化学物質
を把握

化学物質の基本
情報を把握

法規制を把握

管理基準を
明確化

調達品の化学物
質情報の入手

供給者の化学物
質管理状況確認

販売

申請

管理基準への適
合確認

管理基準を満た
すように製品設計

関連部署へ伝達

製造工程の管理

誤使用・汚染の
防止

製造工程の管理
結果の記録活用

化学物質情報の
作成

化学物質情報の
提供と管理

申請情報の集約
化学物質による
有害性情報取得

リスクの見積り

リスク低減措置の
内容検討・実施

リスクアセスメント結果
の労働者への周知

申請書の作成

排出量の管理

＜事業者のアクション＞

各化学物質管理法令において、同じ化学物質であったとしも、
以下の点を抑える必要があり、まずは法令の熟知が必要。
・化学物質ごとに必要な対応
・申請に必要なデータ
・管理目標値 等

上記のアクションをするために、化学物質ごと、法令ごとに調査、申請等の対応が必要 5

管理統括

リスクアセスメント

※上記と並行して実施
（なお、順不同あり）



（参考）化学物質管理の取組事例（SDSの作成・提供）

⚫ 化学品を取引する際には、有害性や適切な取扱方法等を記したSDSを作成し、化学品と
一緒に提供することが求められている。（化管法、安衛法、毒劇法）

＜イメージ図＞＜SDSに記載が必要な項目＞

1. 化学品及び会社情報
2. 危険有害性の要約
3. 組成・成分情報
4. 応急措置
5. 火災時の措置
6. 漏出時の措置
7. 取扱い・保管上の注意
8. ばく露防止・保護措置
9. 物理化学的性状
10.安定性・反応性
11.有害性情報
12.環境影響情報
13.廃棄上の注意
14.輸送上の注意
15.適用法令
16.その他の情報
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（参考）化学物質管理の取組事例（化審法のリスク評価）

⚫ 化学物質管理において、化学物質が人や生態に悪影響を及ぼす可能性があるか、確認す
ること（リスク評価）は重要。化審法においては、国（経、厚、環）がリスク評価を実施。

⚫ リスク評価のためには様々な情報が必要であり、情報収集に多くのコストを要している。

＜リスク評価に必要な情報＞

性状

環境排出量

環境特性

・蒸気圧
・水溶解度
・オクタノールー水分配係数
・有害性（分解性、蓄積性、毒性） 等

・大気、水域、土壌への排出量
・使用用途

・温度
・雨量
・風速
・河川流量
・土壌密度 等化学物質が使われるシナリオの設定、環境に排出するばく露経路、

人や生態が摂取し得る量等をシミュレーションし、リスク懸念の有無を評価
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